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目次 
• 人材育成をめぐるこれまでの動き 

• 経団連／政府など 
 

• ＩＴ融合人材の必要性 
• 産業構造審議会／ＩＴ融合人材育成連絡会 

 
• 育成の方法論と今後の課題 
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フェーズ１ 

•高度ＩＣＴ人材 
•ＰＢＬ学習 
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経団連の取り組み（フェーズ１） 
• フェーズ１：実践的教育の普及 

• 2005.6提言 システム作りをきちんとできる技術者の確保 
• 大学の育成カリキュラム（ＣＳ）と企業ニーズ（ＩＳ）のずれの補正 
• 実践的教育を受けた高度ICT人材が、3千人/年必要 

 
• 2007.12提言 ＰＢＬを中心とする実践的方法が必要 

• 教育アセットの集中的な洗練、企業、大学などの連携を円滑化するハブ機能
（ナショナル・センター）が必要 
 

• 2009：ＣＥＦＩＬ設立（産学官の連携の促進） 
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経団連の問題意識（2005） 

copyright reseved 2015 akinobu shigeki 5 



経団連の問題意識（2007） 
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政府の動き（フェーズ１） 
• 文科省 

• 先導的ＩＴスペシャリスト（2006-9） ＰＢＬの実践で成果 
• 経団連、ＣＥＦＩＬと連携 

• enpit（2012-） PBL教育の拡大普及 
• 経団連、ＣＥＦＩＬで支援 

 
• 経産省+文科省 

• 産学人材育成パートナーシップ（2010-2012）産学連携の拡大 
 

• 総務省 
• 遠隔教育システム（2009-2011） 遠隔教育を活用した実践的なＩＣＴ人
材の育成 

• （2012-2014）今後必要とされる人材の育成方法の検討 
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フェーズ1の評価 
• 経団連の求めたもの 

• 高度ＩＣＴ人材（ＰＭやＣＩＯ、技術専門家の確保） 
• それを育成する実践的教育（ＰＢＬ） 
• 量の確保（年間3,000人規模） 
• ノウハウ蓄積と交流拠点となるハブ機能の確保 

 
• 試行の結果評価 

• ＰＢＬは手間がかかるが有効 
• ＣＥＦＩＬのまとめた「修了生追跡調査報告」（2013.12） 

• ＰＢＬを中心とした先導的ＩＴスペシャリスト事業の修了生の5年後を評価して有効性
を確認 

• 量的拡大を狙う 
• Enpit事業で大幅にＰＢＬ手法を拡大（現在実施中） 
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ＣＥＦＩＬの追跡調査結果（2013） 
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フェーズ1で残った課題 
• 人材像の悩み： 「高度ＩＣＴ人材」の名称でよいか 

• 高度人材： 頂点となる人材ならば年間3,000人も必要か？ 
• ＩＣＴ人材： ＩＴの技術専門家、または他のことも判るＩＴ専門家でよいの
か 
• ＩＴだけでなく他のことも判る複線型か 
• 他の分野の専門家にＩＴ利用知識を教えるべきか 
• ＩＴ専門家と他分野専門家の協働を重視すべきなのか 

 
• フェーズ２に向けた経団連の取り組み 

• 東大ＧＣＬへの支援： ＩＴだけでなくＩＴ活用領域の課題解決を行う高度
人材の育成 

• ＩＴ融合人材： 今後の検討課題 
• 普通の人が協働しながらＩＴを利用したイノベーションを起こす手法の確立 
• 人をまとめて場を与える組織能力の重視 
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フェーズ２ 

•利活用人材 
•ＩＴ融合人材 
•デザイン人材 

copyright reseved 2015 akinobu shigeki 11 



フェーズ2の背景 
• 技術の進歩 

• 構成のコンピュータが小型・安価に提供され、使用時の技術的なハード
ルが下がった 

• 通信コストの劇的な低下 
• センサーなどの発達による、情報量の飛躍的な増大 

 
• 東西冷戦構造の消滅（1990）による経済のグローバル化 

• 貿易、資本のボーダレス化が進み国内産業の競争力が相対的に低下 
 

• 日本の産業競争力を強化するためにＩＴを利用するイノベー
ションが必要 
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経団連の提言（フェーズ２） 
• 2011.10提言 利活用人材の育成 

• ＩＣＴの利活用による課題解決 
• 社会各分野でのＩＣＴの利活用の推進 
• ＩＣＴを利活用していく社会的なデザイン力の強化 
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政府の動き（フェーズ２） 
• 文科省： 

• リーディング大学院大学（2012-） ＧＣＬ（東大情報理工）プロジェクトに経
団連も協力＝創造的なICTリーダの創出 

 
• 経産省 

• 産業構造審議会情報通信、人材育成WG ⇒ 融合型人材の育成の必要
性＝次世代高度ＩＣＴ人材（2012.9） 

• ＩＴＣＡ／ＩＰＡ： ＩＴ融合人材育成連絡会（2013-2014） 
 

• ＩＴ戦略本部 
• 最先端ＩＣＴ国家創造宣言（2013.6）閣議決定  

• ＩＣＴ人材育成の必要性 
• ＩＣＴ人材強靭化計画の作成 

• 創造的ＩＴ人材育成方針（2013.12） 
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産構審での議論 
• 情報経済分科会「中間とりまとめ」（2011.8） 

• （デジタル技術の利用により）新たな経済価値を生み出すことが可能 
• 産業分野、事業分野、企業をまたがる「融合モデル」を構築することが
重要 

• ＩＴ融合分野で急速に変化が進む中で、従来からの「高度ＩＴ人材」自体
の位置付けを見直すことが必要 
 

• 人材育成ＷＧ報告書（2012.9） 
• 次世代高度ＩＴ人材（仮称）の人材像 

• 異分野とＩＴ融合領域においてイノベーションを創出 
• 新たな製品やサービスを自ら生み出すことができる人材 
• 6種類の役割を果たす役割モデルを提唱 
• イノベーション発生のプロセスを提案 
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（参考1） 「産構審人材育成WG報告書」における課題認識 

情報サービス産業の現状 
・国内IT市場の拡大困難 

・技術者の高齢化 

従来型の情報サービス 
「ビジネスの効率化」 

IT 
異分野 

イノベーションを起こ
し新たなサービスを
創造 

この領域で活躍する人材の育成が課題 

融合領域 

http://www.meti.go.jp/commITtee/sankoushin/jouhoukeizai/jinzai/pdf/report_001_00.pdf 
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 イノベーションの対象領域 

IT 

ビジネス 

融合 
価値創造へ IT融合による 

イノベーション 

外部環境 

copyright reseved 2015 akinobu shigeki 17 



ＩＴ融合人材育成連絡会の議論 
• 中間報告（2013.9）、最終報告（2014.3） 

 
• ＩＴと他ビジネスの融合により新たな価値が生ずるイノベーションが起きる 
• こうしたイノベーションを起こす人材が「ＩＴ融合人材」 

 
• 多様な専門性を持った人が集まりイノベーションを起こすので、人を集め
て場を提供する組織能力も重要 
 

• スタートとエンドが明確ではなく、永遠に繰り返される改善、改革プロセス
の中から結果としてイノベーションが生まれる 

• 「思いの共有」、多様な人物の出会いによる「ひらめき」も重要 
 

• イノベーションのインパクトは実現の過程で測定されるので、繰り返しも必
要 

• 現時点では経験的に身に着けるスキルが重要 
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 価値創造プロセスの全体概要 

思い 
着想 

仮
説 

検
証 

理解・共感 
対象に対する深い理解と共感を得る 
 

価値発見 
新しい価値を見つけビジネスアイデ
アとしてまとめる 
 

ビジネスデザイン 
アイデアをビジネスで実現する姿を描
く 

ビジネス実証 
価値を生み出すビジネスモデルに
なっているかを検証する 
 

ビジネス展開 
顧客や社会に新しい価値を提供す
る 

 

フィードバック 
対象への理解・共感 

問題・価値定義 
創出されたアイデア 

実現するビジネスモデ
ル 

事業化判断 
事業計画 

実現された新しい価値 
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価値創造プロセス実行に適用できる方法論・ツール 

理解・共感 価値発見 ビジネスデザイ
ン 

ビジネス実証 ビジネス展開 

■方法論（メソッド）の例 （矢印はおよその適用範囲を示している） 

■ツール（道具）の例 

デザイン思考（資料1参照） 

フィールドアナリティクス ビジネスモデル・ 
ジェネレーション 
（資料2参照） 

リーンスタート
アップ 

技術経営～アントルプレナ―／起業論 

■価値創造プロセスのメタフレーム 

イノベーション経営プロセスモデル （ITＣＡの「イノベーション経営プロセスガイドライン」 ）（資料4参照） 

IT経営プロセスモデル （ITＣＡの「ITＣプロセスガイドライン」） 

58の道具箱、各種発想法、５Ｆ、４Ｐ、ブレーンストーミング、ＫＪ法、アジャイル開発ツール 

ビジネス競争力自己診断ツール、ビジネスモデル設計ツール、課題解決ツール （いずれもITＣＡ） 

ビジネスプロセ
ス・モデリング 

データアナリティクス 
（資料3参照） 
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価値創造プロセスから見た能力 

（前提） ITとビジネスの融合能
力 

現実世界 

作る 

価値実現力 

理解・共感 
対象に対する深い理解と
共感を得る 
 

価値発見 
新しい価値を見つけビジネ
スアイデアとしてまとめる 
 

ビジネスデザイン 
アイデアをビジネスで実現
する姿を描く 

ビジネス展開 
顧客や社会に新しい価値を
提供する 

 

ビジネス実証 
価値を生み出すビジネスモ
デルになっているかを検証
する 
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イノベーション実現の前提となる知識・能力 

ITとビジネスの融合力 

IT融合人材の前提知識・能力 

前提知識・能力 

対象とする人材領域 

イノベーション関連 
基本知識・能力 

ビジネス関連 
知識・能力 

IT関連 
知識・能力 

ビジネス人材 
（ユーザー企業の 

現場事業部門の人材） 
  

現在のIT人
材 

（ITに関する専門性
を 

有する人材） ＵＩＳＳ 
人材 

ＥＴＳＳ 
人材 

ITＳ
Ｓ人
材 

イノベーションを 
起こせる人材 

（ビジネス以外の分野も含めた 
社会改革者・経営者など） 

ITを活用して 
イノベーション

を 
起こせる人材 

対象範囲 
「産業構造審議会 情報経済分科
会 中間とりまとめ（案）」を改変 
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ＩＴ融合人材の育成論 
• 特別に才能を持つ人間だけではなく、普通の人もイ
ノベーション能力を持つ 
• 日本人、日本社会の特性を生かす 
• 個人だけではなく集団として能力を重視 
• そのために、仲間意識を持つ「共感」が必要 
 

• 結果としてのイノベーション（スタート時点での現状否
定ではない） 
 

• こうした活動を育む「組織能力も重視」 
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「三人寄れば文殊の知恵」の方法論 
•集める三人の資質、知識の条件はあるのか 
 

•どんな分野からどんな人を集めるべきなのか 
 

•解決すべき課題を誰が提供するのか 
 

•主導者は必要か、また、何をすべきか 
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IT融合実現組織における能力の考え方 

IT融合能力 

価値創造能力 

イノベーション関連 
基本知識・能力 

IT関連 
知識・能

力 

ITとビジネスの融合力 
前提知識・能力 

イノベーション実現力 
実践力 

IT融合能力 

価値創造能力 

イノベーション関
連 

基本知識・能力 

ビジネス関
連 

知識・能力 

ITとビジネスの融合
力 

前提知識・能力 

価値発見
力 

イノベーション実現力 
実践力 

IT融合能力 

価値創造能力 

イノベーション関連 
基本知識・能力 

IT関連 
知識・能力 

ITとビジネスの融合
力 

前提知識・能力 

価値実現
力 

イノベーション実現
力 

実践力 

IT融合能力 

価値創造能力 

イノベーション関連 
基本知識・能力 

ビジネス関連 
知識・能力 

IT関連 
知識・能力 

ITとビジネスの融合力 

前提知識・能力 

価値実現力 価値発見力 

イノベーション実現力 

実践力 

組織の総合力 
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 IT融合人材の能力体系 

価値発見力 

価値実現力 

IT関連知識・能力 

ビジネス関連知識・能力  

イノベーション関連 
基本知識・能力 

価値創造能力 

イノベーション実現力 

ITとビジネスの 
融合力 

実践力 

前提知識・能力 

＝ 

＝ 
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組織能力の整備の問題 
• イノベーションも、個人の能力ではなく、個人を集め
て仕事をさせる、「組織」能力も問題になる 
 

• 組織能力 ＝ オーナーの能力？ 
 

• 金銭面の課題も受け持つオーナーと、実際の取りま
とめを行うディレクターは役割分化の傾向 
 

• 組織は、社内の部門もあるが、会社としての能力、
社会としての能力も存在する 
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IT融合組織能力に関する評価 
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これからの課題 
• 日本では、高度人材の発掘、育成とともに、普通のイノベー
ション人材の確保が必要 
 

• そのためには、個人の能力だけでなく、様々なレイヤーでの
組織能力の強化が必要 
 

• 今後は、組織能力を評価するための、成熟度モデル評価の
方法論も試行 
 

• 恐らくこうした方法論は、高度人材の分野でも大いに有効で
はないかと考える 
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